
「官民連携」及び「県・市町村協働」の取組について

Ⅰ　官民連携の取組

経済財政運営と改革の基本方針２０２２(骨太方針)

Ⅱ．新しい資本主義に向けた改革
　　　２．社会課題の解決に向けた取組

新秋田元気創造プラン（県総合計画）

第７章施策の推進に当たって
　　４　行財政改革の推進

Ⅱ　県・市町村協働の取組

※令和４年度優良地方公営企業総務大臣表彰を受賞しました。

①県南地区広域汚泥資源化事業

･県南自治体が共同処理
･コンポスト化による再生利用

【方式】ＤＢＯ

【期間】設計･施工R4～6

②秋田臨海処理センターリノベーション事業

【設計･施工費】約17億円

消化ガス発電

風力発電

太陽光発電

地域新電力会社ガス

料金

電気

料金

料金

電気

･資源、遊休地活用
･ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙへの貢献

【方式】PPP
(PFI、DBO等)

【予定】
　R5 事業者公募等
　R7頃 完成

臨海処理ｾﾝﾀｰ 向浜公共施設群

③広域補完組織の設立 ･市町村支援
･事務の効率化
･技術力の継承

【方式】
官民出資株式会社

人･モノ・カネの課題への対応

人

モノ

カネ

･市町村の下水道関係職員数は
　　　　　　　　　　　　　　　１０年で約３割減

･管渠の標準耐用年数超過割合（県＋市町村）
　Ｒ３末：２％　⇒　Ｒ２３末：約２０％

･水道水の給水人口は
　今後２０年で３割以上減（下水道使用料も減）

広域化･共同化を進め、適切なアセットマネジメントを実現

①施設の統合･再編

②包括的民間委託

･集約化を図り、２０年
　間で県内の処理場数
　を約100箇所削減

　Ｈ２７：243施設
　Ｒ1７：140施設

･県＋関連７市町村
 管路の包括委託を
 スタート
(臨海処理区R4～6)

（参考）これまでの取組成果

①秋田市八橋処理区と県臨海処理区との統合

　　改築更新費：約50億円削減（50年間）　　　維持管理費：約70億円削減（50年間）

②県北地区広域汚泥資源化事業（県・市町村共同処理）

　　施設更新費＋処分費：約40億円削減（20年間）

運営R7～26

県

市町村

［維持］［点検］［修繕］［通報］［清掃］

［維持］［点検］［修繕］［通報］［清掃］

※流域下水道管路

※公共下水道管路など

大括り化･複数年度･共同発注

事業予定地

　秋田県では、人口減少下においても持続可能な経営を目指して、次の視点に基づき取組を推進して
います。


